





































受託者が T，そして賃借人が A であるとする。信託期間20年で，T は，管
理費用・信託報酬差し引き後の収益を年１回，Ｂに配当し，信託期間終了後
























２　Hanbury & Martin, Modern Equity （18th ed.）, p.715.
（ 19 ）









。遺産の所有権は遺産管理人 T に帰属するのであり，相続人 B は具体
















３　Meagher, Gummow & Lehane’s Equity （4th ed.）, p.127.







































































































































































































































金が課せられるが，ETF では取引所売買なので課されない。⑤ ETF は，金銭信託でなくても
よい（むしろ現物設定が一般的である）。ETF の根拠法令は，投信法施行令12条である。
15　一般の ETF の設定は，以下（銘柄コード：1540）の場合と異なり，通常，次のようにしてな













































































































当該 ETF には，1940年投資会社法（Investment company Act；ミュー
チャル・ファンド（会社型投信）等の登録を義務付け，規制する法律 ）の















20　Ratner & Hazen, Securities Regulation in a Nutshell （7th ed.），p.224.
（ 32 ）
ような事態は，投資家たる受益者を保護する必要性が，いっそう高まること
を意味する。金融商品取引法は，まさにそのような趣旨で制定された法律で
ある。他方で，このような事態に対処するために，既存の法律（とくに私
法）の地道な解釈学的努力も忘れてはならないであろう。本稿において論じ
た債権者代位権の活用は，ほんの一例に過ぎないが，受益者（投資家）保護
のための解釈学的努力が，今後ますます求められるであろう。
